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経済成長の循環的ならびに趨勢的側面

早川泰正

まえがき

本研究は 2つの部分にわかれる。それぞれの部分における分析の主内容と

その狙いについて簡単にのべておきたし、。

第 1部 ここで展開されるモデルは Keynes型のマグロモデルであるが，

その特徴について 3つの点を指摘しておく O

(1) 従来からも Keynes型の線型モデルによる経済変動の動学分析はおびた

だしい数量にのぼっている。しかしそれらのほとんどは終始単純な均等成

長の場合一一産出量と資本ストッグの成長率が均等ずるーーをあつかって

いるにすぎなし、。本研究においては最初から明示的に不均等成長経路を対

象とするO したがって均等成長はわずかに景気上昇，下降運動における両

極限として考麗されるにとどまり，分析の主眼は上昇，下降運動の途上に

おける産出量と資本ストッグの不均等な変動にある。そしてとくに上昇を

下降に転化させる要国として 2つの barrierの存在について，労働力の不

足と外関貿易収支の制約を重要祝していきたし、。

(2) Keynes型マクロモデノレのおおくは経済変動の全過程を循環運動と長期

趨勢に分離し，問者を別々にあっかい， 最後に単純に superimpose して

いる O 本研究においては 2つの側面を区別しながらも，結互に関連させて

あっかう o 2つの側面の区別はそれぞれに影響するパラメーターの変化の

相違に帰着される。循環的側面においては投資活動係数の変化が決定的と

なる。それにたいして趨勢的側面にとって重要なのは技術的進歩にもとづ
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く分配率の変化，消費率の変化，輸出入メカニズムの変化などであるが，

それらは趨勢的側面をとお Lて各周期の循環運動にも影響をあたえるもの

とみなされているO

(3) 以上のそデノレ分析から誘導される簡環的成長について争中道盟経済と先

2つの型が区別される C 本研究においてはそれぞれの経済の特

色を検討し，最後に再者の中間領域ともいうべき移行型経済の特徴を展望

することにしたい。

2部 第 1部において検討したマグロモデルを使用して戦後日本経済の

変動過程を定量的に分析し，いくつかの特色を検討するのがここでの担いで

ある。分析の対象期間としては昭和26~37年をとる O この期間は戦後日本経

済の中進国型の高度成長段階にあたる。これにたいしてお年以降の移行型経

済の段措については，現時点における観察データの不足のために考察外にお

くほかi主なL、。

まず対象期間の変動過程については明擦に 3つの循環周期が看取される。

もちろん簡単なマグロモデルをもってこれら 3つの指環周期の経過を説明し

つくすことはできなL、。しかしこの時期の変動の基調となる設備投資の高度

成長にもとづく経済の不均等的拡大はわれわれのマグロモデルによっても十

分に対処できるはずである。そこで第 2部における定量分析の主眼を経済変

動の おくことにする。すなわち 3つの指環周期をとおしてモデ

ノレのパラメーターがL、かに変化したかを推計し，それらによって各循環周期

における経済の構造がし、かに趨勢的に変化していったかを推定することにし

たい。最後にこうした趨勢的側面における変動と対照するいみで現実の循環

の経路を導出することにする O
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第 1牽基本的モデ J!"

最初にそデノレの変数を以下のようにさだめる。

1=新投資 Xf=粗投資 Xc=1間人消費 X=G.N.P. 

B=粗利潤 W=賃金所得 K己資本ストッグ

以上の諸変数をもっ』て単純な K匂アnes型動学モデノレがつぎのように構成さ

れる 0

I=mB.1-nK・1 Xf=I+hK・1

Xc=cpB.1 +cwW・1 X=Xf十Xc=B+W

いまここで

B 羽 K X 
一一ヱ=u 一 =d 一一 =p 一一之1コ日" -一一1x X -~， X X~→1 白K.1 ち
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g 

g 

とおき，うえの方程式群を締約すれば

gx= (m+cp)一 (n-h)向一 (m十cp-cw)d・1

宅三
gk口 m一一二L十 (l-n)

ρ・1

なお貨幣賃金率を ω，雇用量をNとおけば，

d ωN -
X 

さらに

N=sK 

とおけば，

d=<u ~ . ~ーωDρヱヱ α3 ・一一一一一…ω 口。K X 巴令

いまこの dを gX，gkに代入すれば

gx口 (m十cp)ー{(mーと)ωs+(n-h)}p・1

gk= (l-n-m<ùß)+~ 
(1-1 

(己ロCw-Cp>O)

さて(1， 1)， (1，のにしめされるように，産

第 1 ~ 

g 

ρ 

k g 

gX 

P-J 
ρ 

(1， 1) 

(1， 2) 

と資本ストッグの成長

g玄， gkV土，

ωを国定し，他のパ

ラメーターを所与と

すれば，変数 ρ-1の

みの関数となる O 第

1罰によっ「しめす。

いまもし gX，gkの治

線が図のように第 1

象限において交接す

れば，その交点(t~， 

iJ)は均衡成長の経路

をしめすものにほか

ならなL、。そこで第

1図のように均衡成長率言が現実に存立するための条件を， ωをふくむパ
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ラメータ{の値について検討してみる O いま

gx=gk=g，かl=P

とおいて， (1， 1)， (1， 2)に代入し，言を消去すれば，

f(五)口{(m一己)ω3十n-h}(印一{m十Cp一(l-n)十mωs}P+m=O

この方程式が実根をもつための条件は

{m十Cp-(l-n)十mωβ}2-4m{(mーと)ωs+n-h}込O

さらに係数を簡略化するために

ωs=d'， l-cp-n=sp， n-hーとd'=n'

とおいて，うえの条件式をmについて整理すれば，

φ(m) =m2(1-d')2-2m{(1+d')sp+2n'}十Sp2込O

いまゆ (m)二三Oを満足しかつ経済的に有意的なmの値の下限を五とおけ

ff， 

品主平〔〆i戸 V 芯王子J2

であるから，結局均衡成長率訟が現実に存立するためには mを中心とする

パラメーターの間につぎの関係が成立しなければならない。〈り

斗， 1.11¥9. (Vsp+n' +〆耳石fi7J2
= (1-d')2 一一

つぎにそれが現実に存立するといなをとわず，均衡成長の経路をSIJに導出

する。いま最初の方程式体系にかえて

I=ムK=K-K_1

Xf=I+hK_l 

Xc= (cp+己d・l)X-i

X=Xf十Xc

とおき，これらを締約すれば

(gx-cp-od・l)X・l={gkー (l-h)}K・1

したがって

gx-Cp={gk-(l-h) +6曲。}P-l

ここで、

gx=gk=:i:，仏I=P
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とおいて代入すれば

二一 {(l-h)ーとωβ}p-Cp
υ p-1 

ス g-Cp

g -(l-h)十五ω8

第 2 図

Cl， 3) 

( 1， 3') 

S 

第 2図は(1，3)， 

(1， 3') にしたがっ

て，均衡成長率言の

いわば可能的経路を

しめず。その導出の

経過からも明瞭なよ

うに，第 2図のき曲

ハ 線は現実の投資活動
l-/~-cwß 

一

立

タ

独
…

ら

た

メ

か

し

ラ

飽

ウ

ム

パ

の

独

ち

n

ら

わ

'

か

な

m

一0/

C F 
i一九-c;ws' 

O 

g 

の軌跡にほかならな

L 、。したがって現実の成長経路が t曲線と交接するかどうかは，当然のよう

に投資活動の状態，とくに投資活動係数mの大いきに依存する。いまもし投

資活動が活発でさきの条件 m>記を満足すれば，第 3図(吋のしめすように

f と gkの交点は量曲線上に位置するはずである。反対に投資活動の弱体

のために mく品ならば，第 3図(b)のように， gX，ξk 訟の曲線は交接せず，均

衡成長率は現実に存在しないことになる。(2)

さて以下の分析をとおして，われわれは終始 m>記の場合を想定する。

その場合，既述のように均衡成長率はつねにま曲線上に位置するから，以後

均衡成長の経路をめぐ、る議論はすべて gX とさとの関係によってすすめるこ

とができる O そこでまず均衡成長率の安定性を確認しておかなければならな

い。第 3図(引のように gX，言曲線が第 1象眼で交接する場合，その交点の 1
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gj 

χ 

つ (g1>(1)は安定的

であるが，いま 1つ

の交点(む，P2)はそ

うではなL、。いまも

し現実の成長経略に

おいて

Pl>P・1 あるいは

P2>内 >Pl

第 3 図 (a)

G D 

なら1;(

gk>gx あるいは

セ52
gx>gk 

P2 

であるから，次期以

後の変動過程におい

て， ρ-1とgXはそn
第 3 図 (b) ぞれ P1と言1に接近

する。しかしも

実の成長経路が

¥¥iヘ¥/
ρ・1>P2

の状態に 、一

ーロ口

のこと l土

gk>gx 

をいみするから，次

期以後においてふ1

と f はさらに均衡

点(九きがをi主なれ

て拡散してしまう O

そこで経済的有意性

を考恵すれば，不安定均衡点 (P2，g2)はわれわれの考察外におかなけれ;まな

〉♀
び
u 

じ
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らなL、。(3) 以下の分析はすべて安定的均衡成長の経路に関係するものに限定

したし、。

〔註〕

(1) もし

m<-lvロil'-Ydτnl J2 
(l-d

l
)2 一一

ならば， φ(m)>Oは満足されるが，その場合は長>0，iJ<Oとなるから経済的に

は無意味である。

(2) おなじく m<而の場合，さきのように

m<~一一〔〆J王子一〆dls戸五TJ2
(1-dl)2 ー

第 3 図 (c)

g g 

ならば，第3劉(c)のよう

にgX，言曲線は第4象限

で交接する。既述のよう

に言>0，i:<Oであるか

ら，経済的には無意味で

ある。

(3) Duesenberry はわれわ

れと向一形式の成長モデ

ノレを使用しているが，不

安定均衡点を排除せず，

現実の成長率が，，2以下

に低下した場合を考慮し

そこに不況の 1つの説明

なもとめている。

これにたいして Kale-

ckiは発展要因にもとず

く成長経路の分析にさいして，安定成長のみを考慮している。

]. S. Duesenberry， Business Cycles and Economic Growth， 1958 

M. Kalecki， Theory of Economic Dynamics， 1954 

第 2章 伝統的理論における言

既述のように，均衡成長の可能的経路をしめず量曲線は現実の投資活動か

ら独立に構成されている O したがってそのかぎりでは，現実の成長経路につ
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いて何事をもかたるものではない。 また政策的考愚から言曲線になんらかの

規範的意味をもたそうとすれば，さらに若干の制約条件を必要とする O

ところで成長経済学の伝統的諮理論は均衡成長のこうした可能的経路のう

ちから特定の成長率を一義的に決定するために，し、くたの公主要ないし仮定を

した。いまそれらのうちから 2つの代表的体系をとりあげ，その特徴を

明らかにしておきたし、。まず古典的成長理論においては 2つの公準，すなわ

ち完全雇用と完全競争の想定が決定的となる。賃金， {部格の伸縮性と財貨な

らびに労働の自由市場の存在は分配率を一義的に決定し，地方で社会の貯蓄

率は自然、利子率に依拠して決定される O こうした予定調和の貫撤する静学的

体系において，成長率を究極的に決定づけるものは，唯一の変数としての労

働供給量の増加率以外にはない。

これにたいして新古典派の成長理論は完全雇用の公準を蕗棄する点で，ま

ず古典派と対立した。また貯蓄率を幸IJ子非弾力的な社会的心理性向とみなす

点でも古典派と招違する。だが分配率は技術進歩の中立性を強調することに

よって，ここでも終始不変と想定された。しかし新古典派成長理論にとって

最大の特色は資本ストックと産出量の比率を技術的に所与の「必要資本係数J

と定義する点であるO かくてわれわれのタームでいえば，言曲線上において

手が所与のとき，唯一の均衡成長率tが一義的に決定されることになるO

さて 2つの成長理論について，それらの依拠する仮設をさらに吟味し，そ

の特異性をあらためて指摘する必要はほとんどなし、。完全麗用と完全競争の

公準が排諒されるべきはいうまでもないが，同様に ρを技術的に所与とみな

す煙、定がゆるされるわけでもなし、。いまこれらの非現実性をすべて除去した

うえで，かつ現実の投資活動からは独立に特定の均衡成長率tを定義しよう

とすれば，既述のように政策的配惑にもとづくある種の規範的成長率として

でなければならなL、。そしてその場合は政策g標の内容にしたがって，穏々

の異った制約条件が追加されなければならなL、。いまかりに日擦が外国貿易

収支の恒常的均等にあるとしたら，量曲線上において選択されるべき特定の

言は例えば輸出成長率に一致しなければならないであろう。また目標が労働
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力不足に対処すべき賃金率の安定にあるとしたら，言は古典的成長理論と呉

ったいみで労働供給量の自然増加率に一致しなければならなし、。そのいずれ

にしても，こうした自擦が現実に追求されるためには，産出量の成長率 p

を所定の均衡成長率言に均等化させるごとき投資活動の調節が要求されるは

ずである。

第 3章 変動の 2つの 側蔀

さてわれわれのモデルにおいて，既述のようにm>忌を想定し，

ふくむパラメーターをすべて回定すれば，第 1章の方程式(1， 1)， (1.め

のしめすように gx，言曲線は一義的に決定され，体系は唯一の安定的均衡成

長率(言， p)をもっO そしてそのかぎりで運動の起点を何処においても‘以後

の運動は次第にこの均衡成長経路に収散することになる O

しかし当然のように，現実の変動過程は経辞体系の構造的変革をともな

うO すなわち体系のパラメーターは終始不変ではありえなL、。したがって現

実の変動過程をとおして gX，g 曲線はいずれかの方向に shiftするであろ

うO その結果，たとえ安定した均衡成長経路が体系に内定しでも，現実の変

動経路は単純に説者に収散するものではなL、。

こう Lた複雑な変動過程は 2つの側面から観察される o 主 フ

ちとくに循環運動をもって特徴づけられる側聞は主として投資活動

依存している O そこでは投資誘因の隆起と沈静化の交代が決定的となるつわ

れわれのモデルにおいて，この側面の変化を代表するパラメータ{はL、うま

でもなく投資活動係数m (ならびに n)の可変性である。そしてそ

結果は gX樹線の上下両方向への shiftをもってしめされるOパラメーター

mの短期的かっ詣環的動揺に比較すれば，他のパラメーターの変化は明らか

に長期的道勢的性賞をもっている O 賃金率の変化と技術進歩にもとず、く分

前率の変化，貯蓄率の変化，これらによって代表される経済構造の変化;土変

動過程の趨勢的側面といってよし、。われわれのモデルにおいてこの側面の変

動を反映するものは， gx曲線のそれとともに t曲線の shiftである。以下本
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し下方の均衡経路

一ーをもたらす。第

4鴎において， A，C 

l主上方ならびに下方

均衡経路をしめし，

それぞれm の佑の上限と下限に対思している。 mがその上下限の悶を変動す

るとき，現実の成長率は関の矢印の方向にしたがって循環運動を発生する O

x
 

g
 

g 

O P-l 

すなわちmの増加につれて，運動は均衡経路Aにむかつて上昇を開始する。

反対にmが減少すれば，運動は下降に転化され，下方均衡経路Cに接近する。

ことは，これらのよ弁ならびに下降過程におL、て ρ-1の変化ととも

に，粗投資と個人消費の比率が明瞭に変化することである O

すなわち第 1章の定式から

一芸=m(日 -1)一(n-h)p-1，
Xc ， _， 

=Cp十Cdω1

ゆえに

Xf _ mー {mωβ+(n-h)}p-1 
Xc Cp十己ωsp-1

したがって他の事情が変化しない場合，上昇過程においてmの増加ととも

ザ ρ4が減少するとき，粗投資・個人消費率 XfjXcは急速に増大する。反対
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に下降過程においては， mの減少と ρJの増加によって XfjXcは減少しなけ

ればならなし、。つまりわれわれのモデルにおいて，景気上昇と下降の循環的

側面はともに成長の不均等的経路をもって特徴づけられることになる O

パラメーターmのこうした変化はもちろん投資誘因に影響する諸事情，予

想収誌の変化，市場の競争状態などに依存している。だがここで実宜的にm

の値の上誤を題する要菌として，上昇運動を阻止する 2つの barrierの存在

についてのべておかなければならなし、。いまま子況の進展につれて労働力が逼

迫し，賃金費用が増加すれば，予想収益率の低下は投資誘国を減迭させ，結

果としてmの増加は停止されるであろう。同様に好況の進展につれて入趨が

拡大し，貿易収支が悪化すれば，それを防止すべき貨幣信用の収絡が開始さ

れるとき mの増加は停止されるであろう O いずれにしてもこれらの事情は

上昇運動を下i容に転化させる実際上の要国となるO かくてmの減少とともに

下降過程が開始されるが， mの減少も無際限にではない。投資誘国の枯謁す

るはるか以前に mはその下限に到達するであろう O ここでは反対に不況の

第 5 国

C B J 

一UU

Q 
ρ-1 
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進行を組iとする財致支出の役割が強調されなければならなL、。

なおここで、以後の分析の便宜のために， iI首環運動における 2つの型を区別

しておきたし、。いま単純化のために t曲線を不変と仮定すれば，第5図のし

めすように， mの変化の範囲一ーしたがって f 曲線の shiftの領域一ーにし

たがって 2つの場合が底別される O 第 5図の f領域A]においては， ρ-1 の

小なる変化に対f，忘して gXの大なる変化が発生する。[領域BJでは反対に

ρ-1 の大なる変化に f の小なる変化が対応している。(1) [AJにおける循環

運動の裂は中進爵経済に該当するといってよし、。これにたいして先進国経済

の場合，循環運動はおおく [BJの型をとるであろう O 議論の詳細は第8，

9章において展開されるはずである O

瓦 趨勢的側面

m (ならびに n)をのぞく他のパラメーターの変化は gX，g曲線の双方に

影響する。したがって両曲線の交点としての上方ならびに下方均衡経路A，

Cは，両曲線の shiftにつれて転位するであろう O ここでは 4つの可能性を

第 6 ~ 

g 

Z
 

F
口

「
j
i
-
-ぅ
f
i
i
j
;ノ

g 

p.-ュ
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指摘しておきたし、。

(1) 貨幣賃金率の上昇

いま労働力の不足につれて労働組合の交渉力が増大し，そ 正if

したとかんがえる O もしここで賃金の上昇による分配率 ω3の増加を

阻止すべき技術進歩が発生しないならば， ω戸の増加は g，gX曲線をともに

下方に shift.させる。その結果第6i惑のしめすように，均衡成長経路A，C 

は転位するであろう O 循環的かつ趨勢的にみれば，現実の成長経路は第6留

の矢印の方向にむかつて下方に shiftしなければならなL、。

(2) 技術進止

労働部約的新技術の採用は s=N/Kを低下させる O そこで他の事情が変

化しなければ分配率 ω8の減少は g，gX曲線をともに上方に shiftさせるで

あろう O その結果第7閣のしめすように簡環運動は趨勢的には上方に shift

するであろう O

第 7 図

g 

/つ-1

(3) 消費率の低下
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いま 5を不変として cp が趨勢的に減少するとかんがえるくしたがって

CVI'も減少する〉。 われわれのそデノレにおいて cpの減少はt曲、線を上方に

shift さ ~k ，地方 gX 曲採を下方に shift させる O したがって消費率の低下

よって されないかぎり，現実の稽環的成長経路を

8国のしめすように下方に shiftさせるはずである O

第 8 図

g 

¥ 

貿易収支の改善

¥ 
¥ 

¥、

8 

J 

いま論出成長率の上弁ないし輸入成長率の低ドが発生 Loそのために貿易

ceilingが趨勢的に引上げられるものと仮定しよう。このことは景気上

延長させるが，われわれのモデルにおいてはパラメータ ~mの上限

がさらに増大することをいみする O その結果第9図にしめされるように， gX 

曲線の謂環的な shiftはさらに趨勢的に引上げられるであろう O だがもちろ

ん貿易収支 ceilingの上昇はt曲線にとっても無縁ではなし、。それにかんす

る議論は第9章にゆずる。



ls (88) 

[註〕
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第 9 留

(1) g鈎線にそって，言の弾力伎をとれば

I ~~ 'flょ一{(l-h)-Ml 
di> gl p-l I {(l-':h)ーとωs}p-':cp I 

g 

p-j 

そこでいま Eが増加すれば右辺の 2つの項はともに減少するから，言の弾力性は

次第に低下してし、く。

第 4章財政の役割

ここで国家財政の作用をわれわれの基本的モデルに導入しておかなけれ沈、

ならなL、。まず租税よりなる政府収入をすとおき，つぎのようにしめす

T=r1B十r2W

したがって

そ早川 (r=r1-r2>O) 

つぎに政府支出をGとして，以下のようにしめす。
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G=G1十G2

ここに G1は公共投資をいみし Gzは G1 以外の支出で麗接に所得に還

元される部分さとしめず。さらに G1，GZをつぎのようにさだめる O

G1=μX 

G2=0"1B+σ2W=0"2X-aB (o'=O"Z-0"1>O) 

したがって

JL1μ+0"2-JU 

これらの単純な定式化は財政の自動安定的作用をいみしている O すべての

パラメーターを固定すれば，景気上昇期において Uが上昇するとき ，T/Xt土

増大し，反対に G/Xは低下する O また下陣期において U が減少するとき，

T/Xは低下し，反対に G/Xは増大するであろう。同様なことを財政赤字に

ついてみれば，

(μ+0"2-1'2)ー G十子)u

であるから，赤字比率は U の変化と反対方向に変化する。

以上の定式化をへて，財政の作用をふくむわれわれの新しいよそデル

ずることができる O 係数を簡略化するために

m(1-1'1十σ1)=1叫 cw(l-1'?，十σ2)=Cw 

cp(1-1'1十句)ここc'p，c'w-c'p=ど

とおけ1主¥第 1章の基本的モデノレは以下のようにかきかえられる。

I=m'B-1-nI仁1

Xf=I+hK-1 

XC=c'pB_1十C'wW-1

X=Xf十Xc+G1

!日モデノレと対比するとき，ここで

1-1'1十0"1<1<1一九十σz

ならト{

m'<m， C'W>CW， c'p<cp， e'>己

となる O これらのことは財政を導入した結果としての所得再分配効果を反
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映しているといってよし、。かくて新モデルにおける gX，g曲線はつぎのよう

にしめされる。

gX=m'十c'p十μ一{(m'一的ωs+(n-h))ρ・1

一， "、-
5 

(4， 1) 

(4， 3) 

ここでとくにパラメーター μの作用についてのべておきたし、。いま循環的

にしろ，趨勢的にしろ，支出政策の推進によって μ が増加するとかんがえ

る。その結果， gX曲線は上方に shiftし，他方言曲線は下方に shift.するで

あろう o したがって第10図のしめすように均衡成長経路は引上げられるであ

ろう。

第 10 毘

g 

I
 

C
D
 

A
l
t
-

g 

さて μ とともに，新モデルに登場したパラメーター r，σは種々の財政政

おいて戦略的係数の役割をはたすことになる C

(1) 再分配政策

いまもし福祉国家への精力的移行をめざして，所得平準化のために租税体

系と社会保障制震の大胆な改変がこころみられるとしたら，パラメーターら，
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引は低下し，反対に r1，σ2は増加するであろう。それによって c'wは増加し，

m'， c'pは減少しなければならなし、。すなわち所得平準化政策の強行は個人消

費支出を刺激する半面，私的投資活動を抑庄するであろう。

(2) 補助金政策

前項の再分配政策と対立して，私的投資活動を促進する政策が採用される

とき ，r1は低下し， σ1 は増加するであろう O さらに減価盤却期間の短縮化

が意図されれば，パラメータ -hは橘加するにちがし、なし、。

(3) 支出政策

既述のように， μ の増加は均衡成長経路を引上げる O この穫の政策は景気

下降期において不況の floorを引上げるために採用される O しかし例えば民

間資本の急速な蓄積にたいする社会資本のおくれを回復するためには，支出

政策は好況期においても推進されるであろう O その場合は上昇，下降期をと

わず， μ は一貫して増大するであろう O だがこのことが他方で財政の本来の

自動安定的機能を阻害することはし、うまでもなし、。

第 5章 外国貿易収支

本章においてはさらに貿易収支をわれわれのモデルに導入しよう。まず輸

入をMとおき，つぎのようにしめす。

乱1=jX-1

これにたいして輸出をEでしめし，つぎのようにさだめる O

E=a1K・1一 日zX-1

したがって貿易差額は

E-M=日lK・1一(az+j)X-1

さらに貿易差額率を Rとおけば

E-M 
R=ー百一--日lP-l-(az十j)

いまパラメーター α を毘定すれば，景気下降期において ρ-1が増加する

とき Rは上昇し，反対に景気上昇期において ρ-1が減少するとき Rは低下す

る。このことは，不況期に強化され，好況期に弱体化される「輸出圧力」の
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作用を明瞭にいみしている。かくて財政と貿易収支をふくむわれわれの最終

モデノレはつぎのものとなる O

X=Xf+Xc十G1十RX・1

同様に gX，言曲線は以下のようにしめされる。

R
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 --

2n …n
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。
さらにかきかえれば，

gX=(m'十と'p+μー(日2+j)Jー[(m'-e')ωβ+(n-h)一目立ρ・1

5一立正並二三d二生五二(c'p+旦土主主十j)
p-l 

ここで貿易収支の ceilingを以下のよう

いて E=M(R=O)のときの ρ-1を五とおけば，

(5， 1) 

(5， 3) 

る。いまさきの定式にお

十日
1
一
向

一一一一乃
μ

そこで貿易収支の導入による f，言泊線の変化を例示するために，さきの

(5， 1)， (5， 3) 4 おける (4，1)， (4， 3) とそ

れば第11図となる。第11図の gX，長

第 11 図

いて， (4， 1)， (4， 3) 

~ 、~ 

¥
 ¥当¥g

ρ ρ 
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をしめし，破線は貿易収支をふくむ (5，1)， (5，めをしめしている。そこ

でLめされるように，戸の右側 (R>O)におし、ては貿易奴支の導入によって

gX曲線は上方に shiftし， g治線は反対に下方に shift している。言の左側

(Rくめにおいては，逆に f 曲線は下方に shiftし，言曲線は上方に shiftす

る。貿易収支の ceilingをしめす戸の位置は，もちろんパラメータ -lX， Jの

るO さきの定式から明瞭なように，何十jに比較して叫が小なる

ほどド工大となるが，このことは大なる輸入性向と、輸出圧力。j、なる日1

と大なるlXz)にもとづく低い ceilingの状態をいみする O 反対に，日2+Jに比

して日1が大なるほど戸は小となる。そのことが小なる輸入性向と強い輸

出圧力(大なる町と小なる日2) による高い C巴i1ingの状態をしめずニとはし、

うまでもなL、。

さて鰐3 :長、、て変動の循環的側面についてのベたさいに，言曲線にそ

う2つの領域を芭別しておいた。すなわち第 3章，第 512(1について， 仏1 に

たL、する gXの弾力性は f領域AJにおいては大であるが， [領域BJにおい

ては小となる。さらに一般的にいえば， g曲線にそって ρ-1が増加するにつ

れて「の弾力性は逓減する C いまこの議論を援用し，輸出圧力の作用につ

いてある事実を推論することができる。まず輪入成長率を£M， 輸出

を日とおけば，さきの定式によって，

gMニ 3土=gX_

M-l 

そこでパラメーターを したうえで，いま各期間をつうじて ρが増加

が減少〕すれば， gMは減少するが，その減少の程度は ρのいっそうの

増加とともに次第に小となる O これにたいして計は最初はわずかに減少す

るが，やがて減少を停止l， ρのいっそうの増加につれて gEは増加に転化

される O 第 5図についていえぽ， ρ-1の増加にしたがって [AJにおいては

gMの減少はかなり大であるが， gEの減少は小，あるいはほとんど減少しな

い。 [BJにおいては gMの減少は小となるが， gEは反対に増加する。以上
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の関係は， 仏1 の増加する景気下降期についてみるとき，貿易収支の均等化

のための 2つの異った様式をしめしている O すなわち (AJの場合，貿易収

支の回援は主として輸入の大幅な減少によって達成される O これにたいして

CB)の場合，輸入の低下は小で，収支の改善は主として輸出の増大に依拠

しなければならない。

最後にパラメータ一日， .1の変化について簡単にのべておきたい。

(1) 世界的規模における好況の発生は町を増加させ，反対に jを減少させ

るであろう O したがって戸は減少する。

(2) 例えば労働力の逼迫化につれて，国内経済にインプレーション庄力が発

生するとき， alは減少し，日zと jは増加するであろう O その結果言は増

加する。

(3) 国内産業基盤が高度化され，競争力が増加すれば，日1 は増加するであ

ろう O それによって語は減少する。

以上 3のつの場合のうち，当然のように (1)，(3)の事情は貿易収支 ceiling

を上昇させ， (2)のそれは低下させる。

(4) 好況の進畏につれて貿易収支が逆調 (M>E)となるとき，もし長期な

らびに短期の外国資本の流入が可能で、あれば，高は暫定的に減少し，貿易

収支 ceilingは一時的に上昇する。くり

〔註〕

(1) 例えば日木経済における昭和35~36年のブームの延長は短期資本 8 億ドソレの流

入(為替自由化〕の開始によって招来されたものとみなされる。

第 6霊堂景気循環

景気循環の本題にはいるまえに，投資活動係数mの運動についてのべてお

かなければならなし、。第 3章，第 4爵にしめされたように，パラメータ - m

の増減は gX曲線を上下に shiftさせ，変動の箔環的側面を構成する O 以下，

こうしたmの変化は主として 2つの要因， net profit shareの変化と実質利

子率の変化に依存するものとかんがえる O したがって netprofit share を
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u'，実質利子率を iとおけば，

m=φ(u'， i) 

ただしここで減価償却率を zとすれば，

u'=u-ZP_l 

さらに議論の便宜のためにしばらく iを回定すれば，

m=φ(u') 

ここで関数件については，種々の形式をかんがえることができる。もっと

も単純な場合 mを u'の正の線型関数(したがって p・1の負の線型関数〕と

みなすこともできるであろう O その場合他のノミラメ{ターを固定すれば，

12閣のしめすように gX曲線は ρ-1の変化にしたがって放物線を描くことに

なるOそしてさらに実質利子率 iが現実に変化するとき， gX 曲線は第 12国

のように上下に shift し，上方ならびに下方の均衡経路をもたらす。

第 12 ffiiI 

x g 

g 

しかしより一般的には， m は u'(あるいは ρ-1)の非線型関数とみなすべ

きであろう。すなわち景気上昇の開始とともに u'が増加〈ρ4が減少〕しは
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mi主J今よ
‘。、，じめるとき，予想収益の好転や marketshareの

しかしその増加は無際担にではげにたいして不比例的に増加するであろう。

既述のような 2つの lコarnerの存在宅ど5j1Jにしても，景気上昇の進展にl 

ろう O そのついにその上限に到達するつれて 111の土首加は次第に減退し，

もとずく危険の逓増にあるといっ

定式(1， 1)， (1，わから

-ωhh-32-(ト ω仏 )
up網 1

(1ー ω九1)ユ
~'附 1

ともなう債務の十
h由理

てよ L

δm 

OgX i 
δP4i-

したがって

と九I11jd--L}JE-(1-dP4)(1-i)
l~F (p心2J δP-1 仏 1

知一仏

そこで仏1が減少して 1に接近すれば

， OgX I I o日k I 
ゑ一一i一一一一!と (n-h) とω戸ーm(lーωs)= 
δρ・ IOP-1 I (口1ーと)(l-ws)十 (n-h 己)

そこでふ1の減少とともにmがさらに増加すれば、

I ogx I i ogx ! /'八

!δρ・1I 1 oρ-1 I¥U 

たとえ gx>gkであっても， gkの増加率は gxのそれを超過すすなわち，

る。あるいは同様なことな純利潤率の運動についてみれば，

=-1:--(ωt告十 1)
ρ“1ρ-1 

ρ-1カゐ 1ρ-1の減少につれて純;fIJj関率 u'/ρ-1は増加するが，るから，

に接近するにしたがって，その増加率は減少するO いずれにしても，急速な

の累積が損失の危険を将来にむかつて発生さ位ともなう

- 1 日...;..，-ス (1)
匂」 ζ¥-1ム 00

(1. さてmの運動にかんする以上の予備的考察をおえて，以下本章の

し、ることにするO

いま gx>言なる在意の ρ-1より出発するO ρ-1が減少 (u'が増加〉するにつ

I 
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れて n1~ょ既述のように急激に増加するが，その増加率は次第に減退し，つ

Lぺこ，そに}

宗x U) 

る ろう O 以後 f 曲線の上方への shift 土停止し，

Aに接近する。この過程において，もし実

mの増加はさらに加速されるであろう O したがって

f 曲線心上方への shift ~) ¥. 、っそう促進される。そのかぎりで景気上昇はさ

らに拍卒されるにちがし、なL、。しかし iはもちろん無際限に低下するわけで

はなL、。いずれにしても第13図のように m の増加は次第に停止し gXは

に接近する O

第 13 図

~、~

g 

。

E 崩落と景気下降過程

現実の成長が上方均衡経路Aに到達しても，その経路を長期にわたって持

続することはできなL、。景気は下降過程に転化されるであろう O その理由は

既述のような 2つの barrierの存在にある O

(1) 労働力の不足

いま均衡経路Aにおける成長率tが労働力の増加率を超過すれば，やがて
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労働力は逼迫し，労働組合の交渉力は強化されるであろう O その結果，貨幣

賃金率 ωは上昇せざるをえなL、。生産技術を所与とすれば，この場合 profit

shareを回復するためには，価格水準を上昇させる以外にはないであろう O

このことは戸山NjKを，実質的にではなく， 名目的に低下させることにな

るO いまもしこの種の戸の低下が ωの上昇を相殺するに十分であれぽ，も

ちろん分配率は不変にとどまるO しかしそのとき価格水準の上昇はmをさら

に増加させるであろう O なぜなら，価格上昇によって実質利子率 iはさらに

低下するからであるO かくて賃金~価格水準の spiralを軸とするインプレ

ーションが発生するOその結果， gX曲線(ならびに均衡経路A):'H、っそう

上方に shiftL，景気上昇はさらに激化される O

だがインフレ{ション庄力による gX曲線の上方への shiftは無限につづ

くものではなし、。 iの低下は早晩貨幣信用の収縮(すなわち貨幣利子率の引

上げ〉によって閉止されなければならなL、。かくて貨幣信用の収縮をもって

mは減少に転じ， gX曲線は下方への shiftを開始する。 gX曲線がひとたび

第 14 図

g 

P-1 
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下降したとき， gXの現実の経路は，第14図のしめすように言曲線の左側<Hこ

しているにちがし、なL、。したがって，これまで減少しつづけたム1は以

後増加しはじめるO このことはただちにぜの減少をいみし m をさらに低

下させるであろう O それによって f 曲線はいっそう下方に shiftするO つ

まり下降運動はそれじたし、として自己保進的作用をもっO

しかし f 曲線の下方への shift もまた無擦限にではなL、。貨幣利子率の

i下げ(すなわち 1 の低下〉を別にしても，不況の救済は政府支出とくに

公共投資 G1の増加を要議するであろう O それによって景気下降の f100r が

されるとき， gx曲線の下降は停止される。このことが成立して以後， f

の運動は下方均衡経路Cに到達するO

(2) 貿易収支の ceiling

いまもし均衡経路Aにおける成長率言が貿易収支の ceilingを超過すれば

ーすなわち詰>(5ならば，収支の逆調 (Rく0) を防止するために貨幣信用の

収縮が開始されるであろう O それによって m が減少に転じ， gx曲線が下方

への shiftを開始することは以前の場合と同様である O しかしここで 2つの

caseを区別しなければならなL、。

case 1 単純な貿易収支 ceiling

第 15罰にしめされるように，上方均衡経路Alこ接近する gxの運動が A'

(言に対F忘する〉を通過するとき，貿易収支は逆調となり，貨幣信用の収縮

が開始されるO したがってmの低下とともに F 曲線はただちに下降を開始

するであろう o gXの成長経路は以後， Aへの進路をやめて Bに転向しなけ

ればならなL、。しかしBにおいてもいぜ、ん仏1く詩であるかぎり，貿易収支

の逆調は解消されなL、。貨幣信用の収縮はいぜん堅持され mのいっそうの

低下をもって， gX曲線はさらに下降をつづけるであろう。この運動は現

の成長経路が C'(仇ρ仏鱒-1=♂1γγ1=出=おおお怠注

の下方均衡経路となる O

cas巴 2 労働力の不足による貿易収支 ceilingの移動

しかし現実において，労織力と貿易収支の ceilingによる 2つの barrier
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第 15 図

込

一cu
p-z 

ρ 

L 、。既述のように労働力の逼迫化につれて，

水準の spiralをともなうインプレーションが発生するとき，それにもとづく

輪入性向の上昇ないし輪出競争力の低下は当然貿易収支の構造に影響するで

あろう O

そこでいま第 16図にしめされるように， gXの現実の運動がA'(戸に対応

する〉に到達する以前に，労働力の不足に起因するインプレーション

するとかんがえる。その結果，第 5 べたように，日1は減少し，日2とJ

は増加するであろう O したがって誌は増加し，貿易収支の ceilingは低下し

なければならなし、。いまそれを第 16図の Yでしめず。しかしこのことは同

時に，第5主主の定式 (5，1)， (5， 3)から明瞭なように， gX曲線を下方に

shiftさせ，長曲線を上方に shiftさせるO かくて A"(p'に対r.忘する)に到

達する以前に，現実の成長経路はすでに slowdownされるであろう。そし

て運動が A"を通過するとき，低下した ceilingにおL、て貿易収支ははやく

も逆調となり，貨幣信用の収絡が開始されるであろう o mの低下をもってp
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第 16 図
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曲線がさらに下降することは以前の場合と同様である。そして以前と

B" においても貿易収支の逆調は解消されず，信用のJ[又縮は持続されるであ

ろう。 gXの現実の成長;工下降をつづけて結局 C"(戸fに対Jtする下方の均衡

経酪〕

直

しなけ

間

らなL、。

f 灼線の下方への shiftが停止され，不況の底が現実に達成されて以後，

回復l主主として政府支出とくに公共投資 G1の再度にわたる拡大(ならびに

実質利子率 iの再引下げ〉によって開始される。これらの拡大政策は F 曲

線を上方に shiftさせ，反対に t出線を下方に shiftさせるO これらによっ

て h が減少(すなわち 1どが増大〕に転化されるとき mは増加を開始し，

f 前線はさらに上方に shiftするであろう O 第 17図のしめすように，上昇

運動がそれしじたいの自己促進力を発揮しはじめるとき，回復過程は活況にす

すむ。
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第 17 図

ρ一l

景気循環の主内容にかんする分析は以上をもっておわるが，なおここで徳(

環的ならびに趨勢的側面に関係する 2，3の問題にふれておきたL、。

(1) 景気上昇期間の長短

好況の持続性は 2つの barrierの状態，すなわち貿易叡支 ceilingの高さ

と失業率の大いさに依存している O 高い失業率とともに，貿易収支 ceiling

の高水準(小なる言〕をもって好況が開始されれば f の現実の成長は上方

均衡経路に到達したうえ，なお投資誘闘が強烈ならば，第 18図のように露

出線上を移動するであろう O 反対に，先行する不況の高水準に対t忘する低い

失業率に加えて貿易収支 ceilingの低水準(大なるおをもって好況が再開

されれば gXの成長は上方均衡経路に到達する以前に 2つの barrierのい

ずれかによって胆止されてしまうであろう cm

(2) 賃金の下方硬車性

不況に突入して失業が発生しても，賃金切りでげにたL、する強由な抵抗を

考!草すれば，貨幣賃金率 ωはかならずしも低下しないであろう O そして次期

の景気上昇が再び労働力の不足に当面すれば， ωはさらに上昇するであん
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第 18 図
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う。したがってこの場合，景気循環の各周期をとおして賃金率 ωは上昇の一

路をたどることになるO

そこで資本の側から分配率ωFを一定に保持すべき戸の低下が要求される

としたら，方法はつぎの 2つ以外にはなし、。すなわち賃金率の上昇と比倒的

に商品価格を引上げるか，あるいは新技術の採用によって労働生産性を上昇

させる以外になL、。もし企業が独占的管理錨格の設置にもとづく前者の方法

を選択すれば，分配率一定の要求は賃金と価格を趨勢的に上昇させ，その結

果としてのインプレーション圧力は貿易収支の傾向的悪化(すなわち貿易収

支 ceiling の趨勢的低下〕をまねくであろう O したがってインプレーション

圧力を排除し，貿易収支を改善するためには，いま 1つの方法，すなわち賃

金のと昇に対処する労働節約的技術進歩が採用されなければならなL、。つ

まり 8は名目的にでなく，実質的に低下されなければならなし、。

(3) 公共投資の趨勢的拡大

第 4主主でのべたようにノ4ラメーター μの増加は gX曲線を上方に shiftさ

せ，言曲線を下方に shiftさせるO これらの効果が景気下降を阻止して，上

昇に転化させる基本的要因となることは既述のとおりであるO しかし，すで
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第 19 図

P-J 

に民間産業部門の建設を完了し，さらに社会的経済基盤の充実にむかう

においては， μ は循環的のみではなく ，I趨勢告とjにも増加するであろうへこの

場合f阜の事情を不変とすれば，第19閣のしめすように，各循環周期をと討 し

て不況の floorは次第に られ， さ:hることに;三

る。

〔註〕

(1) 関数φの形式について， 1を国定すれば，以ードのようにかくこともできる合

m=φ(u'，ムu')

=OIU'十δ2ムU'十03

ここで (J-lの減少につれて日ムU' は設初はともに増加するが， ρ欄 1刀qi二法

近するにしたがってムU'は減少するであろう。

(2) アメザカ経済の現状における好調の持続が高い失業率と貿易収支の改善(ドノレ

防待J)に負うていることはいうまでもなし、。

(3) アメリカ経済の現状と対照的に，低い失業率とコスト・インフレーシ三ン，さ

らに不充分な外貨準備になやむ E.E. C.諸際ならびに(昭和37~38年におげる〕

臼本経済の場合がこれにあたる。
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第 7章 技術進歩と分配率

既述のように労働の側の分配率は

d=w' =wsρ ヱエ ω・一一一一川口ρ
K X 

でしめされるが，いまそれをつぎのようにかきかえるn

d口-"'-.旦• n山 出 wとω
P 長 p. " 

33 (105) 

ここで pは価格水準， K'土実賀資本ストッグをしめす。したがって wば

「実物ではかった 1人あたり資本ストッグ Jの逆数となるO かくて労働の分

記率dは 3つの要素，実費賃金率 ω/P，1入あたり実賀資本ストック RjN，

平均資本係数ρにそれぞれ依拠することになる。これらの要素のうち， ω/P

は労働の需給状態と企業の価格設定様式に依存して決定されるが， 玄/Nは

純粋に技術的要因にぞくしているO したがって以下本章でとりあっかう技術

進歩は炉の減少〈すなわち 1人あたり実賀資本ストヅグの増加〕をもってし

めされるO

いま t曲線上において，ある種の規範的意味をもっ特定の成長本言

するO この成長率は例えば貿易収支の均等 (Rロ 0)を政策目標として設定さ

れるとかんがえてもちょ L、。その場合，第 5章の定式 (5，めから成長率量 は

つぎのものとなるO

百一 〔(l-h)ーとωs-alJ吉一 (c'p+μ)ート(日2+j)
v ー

p 

つぎに労働力の成長率をどとおき，うえの言がつねにどを超過するもの

と想定するO すなわち

L=v<l 
E 

そこでいま gX=gならば，既述のように労働力の不足にもとづくコスト・

イγプレーションが発生するであろう O このインフレーショ γを排除するた

めには，s'の減少をもってしめされる労働節約的技術進歩が必要となる。こ

の技術進歩の程度をしめすために，いま 2つの隣接する期間 (0，1)をとり，
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それぞれにおける Fを s'o，s'Iとおき，つぎのようにさだめる。

3tロ q<l

ここで 3つの casε がほ別されなければならなL、c

case 1 q=v 

この場合は定義により

s'I= ß'o~ 
E 

るから，技術進歩はまとどの gapを相殺するにまさに十分であるじ

したがって，もし分配率 ω8が一定に維持されるならば，

一一一-
Pl/ Po q 

jっち，価格水準 Pが一定ならば貨幣賃金率 ωは 1/v倍だけ上昇し，

反対に貨幣賃金率が一定ならば価格水準は v倍だけ低下するであろう。その

L しても，技術進歩がこの状態で進行するかぎり，分配率 ω。

をつうじてインプレーショ γ圧力は完全に排除されるであろう C

case 2 q>v 

この場合，技術進歩は労働力の不足を相殺するには不十分となる。いまも

しこのが況で分配率 ωF されるとしたら，

zf/ff<! 
しかしそうしたとき，技術進歩の不十分にもとづく労働不足状態の存続はラ

ω/Pをやがて 1/vア{きだけ上昇させることによって， ω。を増加させずには

おかないであろう。分配率 ω。のこうした増加にたいする抵抗はもちろん企

俣uにある O もし企業が独占的管理価格の引上げによって ω/Pの

1/P倍の範屈にとどめることに成功すれば，そのかぎりで ω戸は以前の水準

にヲIsさされるであろう O しかし労働力の不足が解消されないかぎり， ω/Pは

つねに 1/v傍の上昇潜夜力をもち， ωFを増加させようとするにちがし、な

L 、c そしてまた，それにたいする企業の抵抗が消滅しないかぎり，価格水準

は継続的に上昇するであろう O かくてこの場合，趨勢的にみれば分配率 ω。
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の一定をつうじて，賃金と価格のインフレーションが担常的に発生する O

case 3 q<v 

以前の caseと反対に， この場合技術進歩は労働力の不足をお自殺する以上

のものとなる O そこでまた分記率 ω。が一定に維持されるとしたら，

;:/予;>:
だがこの状況では，過剰労働力が発生し， ωjPの上昇を ljv倍の範囲にと

どめるであろう c もしそうならば分配率 ω8は低下しなければならなし、。抵

抗はもちろん労働組合側にあるであろう O それが成功する場合， ω。は以前

の水準に引上げられるかもしれなL、。しかしこの場合，過剰労働力の成長は

つねに ω。にたL、する抑制jカとして作用するであろう。すなわ

ω0の一定をつうじて，デフレーション圧力が恒常的に発生する

ことになる O

ここでなお case2に;おける紋済策のいくつかにふれておきたし、。

(1) 労働節約的技術進歩の促進による Fのいっそうの引下げがこの場合の

基本的対策であることはL、うまでもなし、。しかしその場合，新技術の採用

が国内産業の輸出競争力をいっそう増加させ，他方輪入依存度をさらに低

下させれば，その結果貿易収支の ceilingはかえって上昇するであろう。

もしそうならば，員はさらに減少し， 言はさらに増加するO したがって言

とどの gapはさらに拡大されるであろう O すなわち現在の技術進歩はし、

っそう大なる将来の技術進歩を妥求することになる O

(2) 既述のように恒常的インプレーションの発生は貿易収支の ceilingを

低下させる O したがって言は減少し，結果的にどとの gapを縮少させる

であろう。同様な効果をインプレーションとは対陥的な手段によって達成

しようとすれば，方法は 1つしかないであろう O 輸入を増加し，輸出を減

少させるための drasticな対策として自問通貨の平儲引上げが考蕗される

のはこの場合である。(1)

21'玄でのべたように，新古典派の成長理論は均衡成長率三ど一義的に決定
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するために種々の想定を必要としたが，その基本的命題を以上の分析と間合

させてみる O まず新古典派によれば，労働力の成長率と技術進歩率(1人あ

たり産出量の増加率〕をもって体系の「自然成長率Jが決定される O われわ

れの記号でし、えば，技術進歩率は

s'o 
q 戸'1

でしめされるから， I自然成長率Jはつぎのものとなる O

gn=~~ 
q 

いまそれを Harrodの用語(2)にほん訳しておく。 1人あたり

xとおき， ρをど技術的に所与とすれば，

q=士/-~: =-，主1~/コミァf
したがって

gnZ5124・Xl

q Xo 

出量を

つぎに新古典派によれば，分配率と平均資本係数をど一定としたうえで，

「自然成長率Jとは独立に体系の「適正成長率jが定義される O いまそれを

gWとおけば， gW はわれわれの分析における言に該当するといってよい。ゆ

えに

行 f
一口一-=V.gWι 

し7こカ:って

gWミgnaccording to qミv

かくて新古典派における 2つの成長率の趨勢的不一致 gW芝gnは，本軍の

分析における case2， case 3にそれぞれ該当するO すなわち新古典派におけ

る gw>gnの場合は，基本的には労働力の不足を相殺すべき技術進歩の不十

分に起因するO 反対に gwくgnは労働不足を相殺する以上に急速な技術進歩

の結果にほかならなL、。

〔註〕

(1) 慢性的出超傾向とコスト・インプレーションになやむ溺ドイツ経済においては，
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このことがつねに問題となる。

(2) R. F. Harrod， Towards a Dynamic Economics， 1947 

第 8章 2つの経済

本主主では第 6J!雲で展開した景気循環の分析をさらに具体的に，特定の経済

組織を予定してあとづけていきたし、。すでに第 3章で、ふれた変動の循環的側

面における 2つの裂は，呉った条件下にある 2つの経済を背後に予定してい

た。それらの条件の相違はもちろん臭った運動形式を決定づけているはずで

あるO その条件の相違を本主主においては先進酉型経済と中進簡型経済によっ

て代表させ，それぞれにおける変動の型を対照させたいとおもう C 先進国型

経済の代表例!としては，例えばアメリカと西ドイツのそれが容易に予想され

るであろう O 同様に中選留経済の典型を昭和37年までの戦後日本経済にもと

めることもできるO しかし以下の議論は，これらの国民経済のある時期を対

象とした実証的研究のためのものではなし、特定の国民経済を念頭におくこ

となく，一般的経済理論の枠内で，景気循環のいわば形態学的分析をすすめ

るのが以下の担いである。

I 先進器型経済

まず，この型の経済の基本的特徴は以下の諸点にしめされるO

a) 弱い投資誘閤

思大な資本蓄積と高度の独占形成は投資活動を沈静化するであろう O わ

れわれの用語でいえば m{主小で，かつ u'とiについて非弾力的となるo

b) 労働力の不足

強力な労働組合の交渉力によって， ωは循環的にも趨勢的にも上昇する。

c ) 財政の大なる役割

福祉国家を反映して，財政による存分記政策と不況対策が強力に推進

され，さらに財政は本来の自動安定的機能を発揮するO したがって c'wが

増加する半間， m'はいっそう低下するであろう O
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d) 技術進歩と管理価格

これまでの技術進歩の結果，13'はすでに低下しているO したがって ωの

上昇にさいして，それを相殺すべき s'のいっそうの低下は困難となるコ

資本の側の分担率を擁護するためには，独占的プライス・リーダーによる

高品価格の引上げがこころみられるであろう。したがって好況期に?札、て

はコスト・インプレーションが発生しやすくなる。しかし労働不足と技術

進歩の不十分は ω戸を趨勢的に上昇させるであろう。

e) 大なる輸出競争力

閣内経済における潜在的インプレーションにもかかわらず，国時的に高

度な産業技術水準によって貿易収支 ceilingは高く保持されてL、る。

そこでこれらの特徴から推論される景気循環の運動形式は以下のものとな

るであろう O まず景気上昇の起動力は，民間投資活動によるよりは，個人消

費と公共投資におおく依存するであろう O したがって，民間投資を中心とす

るそれに比較すれば，上昇過程ははるかに緩壊となり，同時に賃金と価格の

上昇をともなう。これにたいして不況への転換;主(貨幣信用の調整を考議し

ても〕主として政府支出の縮小とくに公共投資の縮減によってもたらされる

であろう。 Lか Lひとたび下降が開始されたとき，下降の floor

しかも高水準において設定されるにちがし、なし、。ここでは個人消費の堅調と

財政の安定化作用が決定的となる。そして回復;工不況の高水準に対応ずる低

い失業率をもって開始されるであろう O

かくて趨勢的にみれば，緩慢な好況と緩和された不況の交代をもって，循

環運動の peakと trough(工次第に接近するであろう O そして賃金と舘格の

恒常的上昇がそれにともなうであろう。このことは娼人消費の伸長と無関係

ではなL、。不況下における賃金の硬直性と社会保障支出の増大は，

不況の進行を阻止しながら，他方ではコスト・インプレーションの一国とな

るからであるO いま景気指環のこうした運動形式合第20閣のようにしめすこ

とができる O 既述のように， [領域B]において g X の弾力性は小となるコ

也方で分担率 ω戸の趨勢的上昇は量的線を下方に shiftさせるはずである。
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第 20 図

[A] (B) 

39 (Ill) 

よg

循環運動の以上のような平板化と成長率の趨勢的低下にたいして，っ

3つの対策をあげることができる O

(1) 賃金~価格インフレーションを阻止するための正統的政策としては，労

働節約的技術進歩を昂進し，生産性の上昇をはかる以外にはなし、。だがこ

のことは既述のように，貿易収支 ceilingをいっそう上昇させ， gとどの

gapをさらに拡大させることによって，結局より大なる技術進歩を要求す

ることになる。この困難をJJIjにしても，先進国型経済においては，技術進

歩の可能領域をこえるところにインフレ{ション問題の本質が伏在してい

るようにおもわれる。

(2) インフレーションを阻止し，成長率を高めるための政策は，かくて分配

まですすまなければならなL、。問時に過度の消費景気を抑制す

る政策も必要となるであろう O 先進国型経済の将来の成長は，こうした一

連の所得政策が福祉国家の表擦と両立するかどうかにかかっているといっ

てよ L、。

(3) 技術進歩を推進し他方で政府支出とくに公共投資の過農の
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るためには，民間投資活動への刺激が不可欠となる。法人税負担の軽減

と減価償却期間の短縮化がここで要求されるであろう O

五 中進国型経済

圏型経済のそれと対照的に，この型の経済の特徴を以下のようにしめ

すことができる。

a ) 強烈な投資誘因

不十分な資本蓄積と激烈な市場競争は投資活動を活発イじするであろう O

m(.土大で，かつ u'とiにたいしてそれぞれ弾力的となるO そして投資活動

の活発化をとおして国内産業の急速な工業化が推進されているO

b) 豊富な労働力

好況期においても ω は一定に維持され，不況期においてはむしろ低下

しがちとなるO

c) 福祉関家への隅り

:再分配政策は十分に展開されず，民間投資に比較して公共投資のしめる

比重は小となるO 豊富な労働力の存続を反映して，コスト・インフレー

ションは発生しそうになL、。 ωs'主上昇することなく，技術進歩とともに

むしろ低下する傾向にある。

d) 低い貿易収支 ceiling

民開設備投資による圏内産業の高度化にもかかわらず，輸出競争力はい

まだ抵く，輸入依存産は高L、。したがって好況は，労働力の不足に当罰す

るはるか以前に，貿易収支 ceilingによって阻止されるO

以上の特徴から景気循環の形式をつぎのように推論してよいであろう。

中心が民開設備投資の高成長にある以上，上昇は急激となるが，

金と価格の騰貴をともなうことはないであろう O そして投資活動が利子弾力

的であるかぎり，不況への転換は，貿易収支の逆調に起因する貨幣信用の縮

減によってもたらされるにちがし、なL、。しかも下降の floorは低く，不況は

部分的には深刻な恐慌現象をともなうであろう O そして生産水準と輸入の大

幅な抵下によって貿易収支が改善されるとき，回復は信用拡大によって開始
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される。

かくて循環運動は，先進国型経済のそれと対照的に，急激な好況と深刻な

不況の交代をもって特徴づけられる。とくに外毘資本の流入による貿易収支

ceilingの実際的引上げ、を考臆すれば，豊富な労働力をもって開始される好

況はかなりの持続性をもつであろう O そして趨勢的にみれば，その持続期間

はむしろ延長されるであろう。第21図にしめされるように，この種の福環運

動は〔領域A)に所属するO そこにおいては，分配率 ω戸の趨勢的低下を反映

して t強線が上方に shiftするとともに， gXの弾力性は大となるからであ

る。

第 21 函

中進国型経済にとって最大の政策目標が，貿易収支ceilingの上昇にあるこ

とはいうまでもなし、。すなわち輸出競争力を強化し，外国資本の援助なしで

貿易収支 ceilingを実質的に上昇させるための重化学工業化が要求されるO

そのかぎりで，民間の投資活動を調整すべき政府の役割が重要となる。
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第 g意移行裂経済

第 8牽につづいて本章では，中進国型から先進霞型への移行期にある経済

組織を対象にして，その特徴と循環運動の形式を検討したし、。ここでぽとく

に昭和37年以後の臼本経済を念頭におくことができるO しかし第8章と同様

に，本章の以下の議論もまた形態学的立場にたつ一般的分析の範囲をこえる

ものではなL、。

既述のように，中進間型経済の循環運動は急激な好況と深刻な不況の交代

をもって特損づけられるが，こうした運動をつうじて中進国経済がそのまま

先進霞型に移行するわけではなL、。循環運動は開時に体系の構造的変革をも

たらす新しい条件を醸成してL、く O いまその基本的条件としてつぎの 2つを

あげておかなければならなL、。

(1) 労働力の逼迫化

高度成長にもとづく急速な労働需要の増大と他方で労働人口の低い自然増

加率が対立するとき，中進国型経済における豊富な労働力のプールコ次第に

枯渇せざるをえなL、。労働組合の交渉力が強化される結果，賃金率ほ不況期

においても破産的となり，好況期においては明瞭に上昇傾向をしめずであろ

うO こうした賃金率の上昇は園内消費市場を活発化する半面，農業、中ノト企

業などの低生産性部門を中心とするコスト・インプレーションのヨ三国となる。

(2) 重化学工業化の進展

賃金率の上昇によって労働集約的軽工業部門の法統的擾位性が喪失される

のと対照的に，急速な民間設備投資を背後にもつ資本集約的重化学工業部門

の相対的地位はさらに高まるであろう O しかしこのことは 2つの重要な問題

をふくんでいるO 重化学部門の産出能力の急増ば従来にもまして海外市場の

重要性を増大させるにちがし、なL、。他方で，急速な設備投資をささ

信用の過度の膨張は，企業の側における資本費用の昂騰となってあらわれる

であろう O

そこで以上のような新条件下における移行型経済の特徴をつぎのよ行に要
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約することができる。

丘〉 重化学部門の拡大はもちろん輪出競争力の増加をもたらす。 しかし

面，軽工業部門の国際的不科化は輸出力の減退をいみするはずである O 地

方で，旺盛な圏内個人消費は完成消費財の輸入依存震を高め，さらに量化

学部門の拡大にもとずく探燃料輸入の増加がそれに加わるであろう O この

ことはとくに景気上昇期において，翰出圧力の減退とともに，貿易収支

ceilingの抵下傾向をもたらすであろう O われわれの用語でいえば，日1の

増加は日2+jのそれにおよぱなし、。したがって戸は増加するであろう O

b) 従来の中進国型経済におけるそれと比較するとき，景気循環における

主要企業の行動様式;土明瞭な変化をしめずであろう O 産出能力(ならびに

在庫水準〕の急増と資本費用の昂騰は，とくに不況期における企業をして

高換業と高生産水準の維持をよぎなくさせるであろう O 賃金率の下方硬直

性がこれをさらに劫長することはいうまでもなL、。そして企業は，好況期

に獲得した資金流動性の配給と企業間告用の拡大をもってこれに対処する

であろう O しかしこのことはまた好況期における上昇力の減殺をもいみす

るO すなわち，資本費用の負担と累積した製品在捧の庄迫をijlJにしても，

膨張しきった企業間信用の処理は投資活動の拡大を阻止する要因となるか

らである。 かくて企業の側からみれば， 好況と不況をとおして投資活動

は次第に沈静化ずるであろう O 景気上昇の起動力は弱まり，反対に下降

の floorは高められるであろう。すなわちmの増減ば小幅と ls:り，さらに

i にたいするその弾力性は減少するであろう O この最後の事実は(恒常的

信用膨張の結果とじ亡〉金融機関の側における調節機能の低下をいみして

いる。

ぐ〕 民間投資活動の沈静化と対照的に，政府支出とくに公共 役割は

橋大するであろう O その寵接の理由が，民間資本の急速な蓄積にたし、する

社会資本のおくれの回復にあることは既述のとおり る。このこと』土ま

ず不況期において，企業の高生産水準の維持に役立つ。しかしそれだけで

はなし好況期においても個人消費とならんで景気支持要因としての役都
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をはたすで、あろう O すなわち μは上昇，下降期をと して増大す

るであろう O それによって f 曲線は上方に shiftし， g曲線は下方に shift

するO

そこで移行型経済における謂環運動の形式は以下のように推論してよいで

あろう O 景気上昇は，民間設備投資よりも，よりおおくを個人消費と公共投

資に依存することになるであろう O 上昇のテンポがそれによって緩慢化され

ることはし、うまでもなし、。しかしこの上昇過程は，貿易収支 ceilingによっ

て阻止される以前に，労働力の不足に当面し，はやくも賃金と価格の上昇を

ともなうであろう O コスト・インプレーションの発生は既述のように，輸入

性向を高め，反対に輪出力を減退させることによって，貿易i民支 ceilingを

低下させるにちがし、なL、。したがって不況への転換は，ここでも直接的には

貿易収支の悪化にもとづく貨幣信用の縮減によってもたらされるであろう。

ただ中進国型経済の場合と明瞭に相違する点は，インプレーションによる

貿易収支 ceilingの低下にあるO このことは重化学部門の急速な成長と無関

係ではなし、。筑述のようにこの部門における産出能力の急増は海外市場への

依存性をますます高めているが，イ γプレーショシによってこの依存性はL、

ちじるしく減殺されるからである。中進国型経済のそれと比較するとき，移行

型経済における景気上昇を短命におわらせる最大の要因は貿易収支 ceiling

のこうした低下にあるといってよ L、。しかし移行型経済において，ひとたひも

開始された下降過程は早期に，しかも高水準の floorに到達するであろう。

企業の側における高操業，高生産水準の維持とならんで，公共投資の増加が

ここでは決定的意味をもっO そして生産の高水準を反映して，輪入の減少は

最小眼にとどまるであろう O 景気間後の条件としての貿易収支の均衡は，主

として輸出量の増大に依存しなければ、ならなL、。

既述のように，不況下の高生産水準の維持は企業の側における景気上昇力

を減殺するO 循環運動の各周期をつうじて，個人消費とならぶ景気支持要四

としての財政の役割は加速度的に増大するであろう O しかしこのことはまた.

上昇期におけるコスト・インフレーションの発生をいっそう不可避的ならし
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め，好況を短命におわらせるであろう O こうした継起をとおして分配率 ω戸

は趨勢的に増加し， g曲線をさらに下方に shiftさせるにちがし、なL、。循環

運動の以上のような形式ば，第22函において〔領域AJから〔領域B]への

移行過程をもってしめされる。 [AJから [BJへの移行につれて，輸出正力

の workabilityが次第に増加することは既述(第5 のとおりである。(1)

第 22f.sI 

移行型経済にとって要求される当面の対策はつぎの 2点にあるといってよ

L 、O

(1) 労働市場の流動化

先進国型経済の場合と異なり，移行型経済における労働力の不足は厳密な

完全雇用状態をいみするものではなし、。したがって適切な配置転換によって

重要部門のための労働力を獲得する余地はなおのこされている O しかし問題

は，こうした流動化政策が伝統的賃金雇用制度の根本的改変につながってい

ることである O
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(2) 技術進歩

インプレーションを排除し，貿易収支 ceilingの低下を防止するために，

イ民生産性部門 されることはいうまでもなL、。しかしここで

の問題は，この分野における f設)底

と不可分の関係にあることであろう O

〔註〕

り)例えば，戦後日本:経済におけ』る 4つの不況郊のうち，昭和29if.ならびに33年の

不況JWにおいては輸入の大巾な減少にたいして輸出は検パイにとどまった。 37年

の不況期においては，輸出の増加と輸入の減少がほぼ間程度であった。しかるに

39年の調整期にはし、ると輸入の横パイにたいして輪出l土いちじるしい伸長をしめ

している。

第 10章 定量分析のためのノオト

昭和37年までの戦後日本経済におけ』る景気循環の経略を年データにしたが

って観察すれば，つぎの 3つの循環周期を区別することができる O

昭和 26~29 年

昭和 30~33

昭和 34~37 年

以下の各主主をとおして，第 1部で展開したマクロモデノレを使用して戦後日

本経済の変動過程を定量的に分析し，いくつかの特色を検出することにした

L 、。戦後日本経済がたどってき ヱ明らかに不均整で， i 

構造的変化をふくむものであった。とくに昭和37年までの循環運動について

みれば，好況はし、ずれも設備投資を中心とし，基礎的産業の後興か

化・革新の時期をへてさらに国際競争力増強の段階にすすんできた。この間.

重化学工業化の一貫した方向にそって，基礎部門の拡大が関連部門のいっそ

うの合理化・大型化にハネ返ってくると L、う形式の 的拡大が進行し

た。同様に不況期についても，下持運動のたんなるくり返えしではなく，

人消費と財政の増勢を反映して下持の floorは次第に上昇してきた。そして
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こうした循潔運動におりこまれて，技術水準の向上，消費内容の高度化，輸

出入メカニズムの変化などの構造的要簡が作用している。

マクロモデノレをもって，これらの変動をすべて説明しつくすことは

もとより不可能にちかい。そのためには，おそらく多部門モデノレの適用によ

る産業部門間の動学的把撞が要求されるであろう O しかしこの要求は経済分

析の現状からはほどとおいようにおもわれる O 産業連関分析の静学性は別と

しても，多部門モデルの適用は現状においては定性分析の範聞をこえるもの

ではない。そこで以下，われわれのマクロモデルを定量分析に使用するさい

の問題点についてのべておきたい。

(1) われわれのそデノレにおいては，もちろん産業部門の推移をそのものとし

てが1樫することはできなL、。しかし戦後日本経済の好況期における最大の

としての拡大の不均等性は，われわれのそデルによれば粗投資と髄人

不比倒的変化をもって明瞭にしめすことができる。すなわも第 3

でのべたように，景気上昇と下降の循環的側面はともに成長の不均等的経

路として特鍛づけられるからである O

(2) われわれのモデルにおけ司るパラメーターは終始不変ではなL、。そのうち

とくに趨勢的側面において言曲線に影響するパラメーター一一分配率 ω乱

Cw， Cp，輸出入係数日1，九 jならびに公共投資・ GNP率 μ一ーは

各周期ごとに変化するとみなしてよし、。そこで戦後日本経済の

3つの箔環周期について，これらのバラメ{ターの変化をもって上記の構

させることができる O

(3) われわれのそデノレにおける変数は lagをふくんでいる O これらの lagは

そデ/レの定性分析においては，変数間の異時的関係をしめすものとして

意、味をもつが，特定の経済を対象とする定量分析においてはそのため

に閤難が発生ずる O 単位期間の設定と lagの大いさの推定のほかに，推定

された lagに見合う変数値を選択しなければならないからである O こうし

らびに選択のためには年単位のデータはもちろん不十分とな

るO 例えば4半期のような短期間データを必要とするが，その獲得の間
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難を別にしても，変数の性格によってはそれによって経済的意味が失われ

る危験がおおい。この後者の事情を考麗して以下の分析におし、て

開として 1年をとり，年データをそのまま変数として採用する O しかし

その場合， 間様に lagの大いさを 1年にとることは明らかに不合理とな

るO そこでかなり大距ではあるが， lagの存在を無視し，同一期間の変数

を対!芯させて以下の分析をすすめることにしたい。

(4) 一般に定量分析における最大の困難は投資関数の推定にあるわれわ

れのモデルについていえば，変動の宿環的側面における投資活動係数 m'

(ならびに n)の推定がそれにあたる O 困難の理由は，それが他の係数と

異なり，投資者の心理的要因におおく依存し，本質的に不安定であるから

である O そこで以下の分析においては， m'， nについて関数形による推定

を排除し，投資率にかんする実際のデータからその変化を結果的に導出す

るにとどめる O

(5) したがって以下の分析の主限は戦後日本経済の変動の趨勢的側面におか

れる O すなわち各裾環周期における構造パラメーターの値を推計して言曲

線を導出し，さらに各周期をつうじるパラメーターの変化によって言曲線

がし、かに shiftしたかを考察する O そして言曲線と対照させるいみで， gX  

曲線の位置を既存のデータにしたがって導出することにしたい。

(6) 以下の分析の対象期間としては，昭和26年から37年にいたる 3つの循環

周期に限定しなければならな L、。現時点における観察データの不足のため

に， 37年以後の移行型経済の段階については考察外におれまかはなL、。

〔設〕

(1) 例えば東京経済センターの計量モデル (1日本経済の変動 1951-1956年J昭和

33年10月〉の投資関数においては，資本蓄積の負の効果をしめすべき係数〔われ

われのモデルにおける n)が逆に正となっている。このことじたし、は臼本経済に

おける設備投資の高成長の特色の 1つをしめずといってよいが，一般の通念から

いえば経済的に無意味である。
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11家 資本ストックと分間率

Kとρにかんする ータ

対象期間(昭和 26~ 37年〉における変数舘の系列を既存データから選択

する場合，第 1の器難は資本ストック Kの時系列についてであるO イ患の変数

と異なり， K(主過去のフローの累積からなり，当該年度において産出能力の

源泉とみなされるべき有形資震の総計にあたるO この総計量は本来の圏富概

念に相当するが，国富調査は最近においては昭和30，35年に実施されたにす

ぎず，もちろんその時系列値は現存しなL、。さらに国富調査は通常減価償却

費を控除した netbaseでおこなわれるが，関富を産出能力としてみる場合

は grossbase の推計が必要となるO すなわち資産の産出能力は，

理されれば，それが犠楽されるまでの耐用期間をつうじてほぼ一定に保持さ

れるとみてよし、からであるO こうした要求をある程度満足し，現在利用可能

なおそらく唯一のデータは経済企酒庁の推定による(昭和26~35年〕有形国

定資産額の試算である。(1)

第 1 表 第 2 表

年蛸産額豆 (3棚橋) 玄の指数 (30年=100)

昭 26年 84，469億円 昭 26年 80.3 

27 89，184 
27 84.7 

28 89.0 
28 93.738 

29 94.5 

29 99，454 30 100.0 

30 105，257 31 105.2 

31 110，734 32 112.9 

32 118，878 
33 123.2 

34 134.4 
33 129，680 

35 148.5 

34 141，467 36 176.6 

35 156，374 37 203.6 
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この試算は対象期間の各年度における民間営利企業(法人， ~間人企業〉の

国定資産にかぎられるが，それによれば各年における年央粗資産額の実質値

(われわれのモデ、ノレで、いえば， Kの実賀館玄にあたる〉は第 1表のごとくで

あるO さらに第2表において(昭和 30年を100とする〕その指数値をしめし

ておく。ただし企画庁試算は昭和35年までであるから，われわれの対象年度

の36，37年については別に補充しなければならなし、。以下便宜的に，

の通産統計(昭和38年度〕における製造工業生産能力指数によってお， 37年

の指数を推定し，第2表を補完しておきたL、。つぎにうえの企画庁試算によ

れば，各年度の年央粧資産額と当該年度の GNPの比率すなわち平均資本係

第 3 表

王子均資本係数 ρ

昭 26年 1.40 

27 1.34 

28 1.30 

29 1.33 

30 1.27 

31 1.26 

32 1.25 

33 1.37 

34 1.28 

35 1.25 

36 1.30 

37 1.42 

数(われわれのモデルにおける ρにほかならな

い〉は第 3表でしめすものとなる O ここでも同

様の方法によって 36，37年の数値を補充して

おく O

いま第3表をみれば， 3つの積環周期におけ

るそれぞれの不況年，昭和29，33， 37年におい

てpの上昇が明瞭に看取されるO このことはも

ちろん，不況期における過剰能力の発生ないし

操業度の減退をしめしているO さらvこ趨勢的に

みれば， 37年をのぞいて ρは低下館向にあると

L 、ってよし、。すなわち資本ストッグの成長は趨

勢的に GNPの成長におくれている o 3つの揺

藻周期のうちとくに昭和30~33年，昭和34~37

年をとおして設備投資が不均等に拡大した事実を考慮すれば，このことはパ

ラドキシカノレにみえるかもしれなし、。しかしわれわれのモデルでいえば ρの

低下は gx>gkの状態を反映し，この時期は粗投資・個人消費率 XfjXcの増

大をいみしているo ~，~、かえれば\資本ストックのそれを超越する GNP の

急激な成長をもたらすものはまさに投資の不均等的拡大にほかならなし、。こ

の不均等的拡大は，われわれのそデルにおいては， ρを低下させ，また ρの
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低下そのものが企業の強烈な投資活動を誘発するといってよい。

s'の導出

第 2表における玄の指数と対比するために雇用量Nの指数をとるO 労働省

調査(昭和 38年度〉による製造業麗用指数をとり，昭和 30年を100とするも

のに改変すれば第 4表となる。そこで第3表と第4表から s'=N/Kの指数

を算出すれば第5表がえられるO

第 4 表

Nの指数 (3C年=100)

昭 26年 85.2 

27 87.8 

28 92.0 

29 97.1 

30 100.0 

31 109.5 

32 122.9 

33 128.3 

34 142.4 

35 164.6 

36 182.2 

37 192.2 

第 5 表

。/の指数 (30年ニコ100)

昭 26年 106.0 

27 103.6 

28 103.3 

29 102.7 

30 100.0 

31 104.0 

32 108.8 

33 104.1 

34 105.9 

35 110.8 

36 103.2 

37 94.4 

第 5表において， 3つ

の不況年(昭和29，33， 

37年〉におけるs'の低下

は，pの上弁と同様に，

過剰能力の発生ないし操

業度の減退をいみしてい

るO さらに趨勢的にみれ

ば，s'の変化は 3つの指

環周期のそれぞれにおけ

る技術進歩の特色をしめ

している。まず昭和26~

29年においてFは漸減し

ているが，このことは復

興需要期における 4大産業を中心とした最初の合理化の成果を反映している

といってよ L、。つぎに昭和30~33年における ß'のむしろ瀬増傾向は，革新期

における新産業の発足(重化学工業化の展開〉に照応して，合理化の半面麗

用吸収的新企業が拡大したことをいみしている O 最後に昭和34~37年におけ

る戸の減少は，すでに発足した新産業，新企業において強度の合理化が進展

し，他方で労働力の不足に対処するためのオートメーション化がすすめられ

た事態をしめしているO

ω戸の導出

まず、対象期間(昭和26~37年〕の各年度における労働の分配率(われわれ



52 (124) 

第 6 表

労働分配率 d 5i 

昭 26年 35.4 

27 37.9 

28 38.6 

29 40.2 

30 39.5 

31 40.0 

32 40.6 

33 43.1 

34 40.4 

35 40.5 

36 40.7 

37 43.5 

第 7 表

経済学研究第16宅金第2号

のそデノレにおける d)を企画

ωβ が

昭 26年 25.3 

27 28.3 

28 29.7 

29 30.2 

30 31.1 

31 31. 7 

32 32.4 

33 31.4 

34 31.5 

35 32.4 

36 31.3 

37 30.6 

庁， おける勤

労所得と GNPの時系列から

算出すると第6表となる O わ

れわれのよそデノレiこよれば

的 {3=土
ρ 
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であるから，第5表にしめされた Fの変化を念頭におけば， ω戸の安定は{3'

の変化を相殺する実質賃金事 ωjPの変化が各周期に発生したことをいみす

る。すなわち昭和26~29年においては F の漸減を相殺する ωjP の上昇が発

した。昭和30~33年については，前期と逆に{3'の漸増額向を相殺する ωjP

の低下が発生している O そして最後に昭和34~37年においては， {3'のかなり

の減少にもかかわらず， ω。が安定していることは労働力の不足と賃金率の

上昇を反映して ωjPが急増したことをしめしている。だがし、ずれにしても，

ω0の全期間をとおしての安定は注目にあたいするO したがって以下の分析

においては， ωFの{直として(昭和初年をのぞく〉全期間の平均値 31%を採

用してよいであろう O かくて労働と資本のそれぞれの分配率d，uの各年度

における変化は平均資本係数ρの変化にもっぱら帰着されることになる O

〔註〕

(1) 経済企画庁経済研究所「資本ストックと経済成長J (研究シリーズ第11号，問
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和37年10月〉推定方法は昭和30年間宮調変の結果を利用して30年末の grossbase 

による資本ストックを推定しこれをそれぞれ以前と以後に延長推計して各年度

の資本ストヅクを試算している。

第 12章傭人消費率

消費率と政府購入率

われわれのモデルによれば，個人消費はつぎのようにしめされる(第4章〉。

c'wW+c'pB 

したがって

偲人消費jGNP=c'wd+c'pu=C'p+と'd

すなわち，個人消費率は労働の分配率dの増加関数としてしめされる。いま

対象期間〈昭和26~37年〉の各年度における錨人消費率を国民所得白書から

算出し，さらに対照の便宜のために第6表の労働分配率dを再録すると第8

第 8 表

昭 26年

27 

28 61.5 

29 63.2 

30 61.3 

31 60.3 

32 58.1 

33 62.1 

34 55.6 

35 53.4 

36 49.9 

37 52.3 

であろう O

38.6 

40.2 

39.5 

40.0 

40.6 

43.1 

40.4 

40.5 

40.7 

43.5 

えられる O そこで第 8表について

錨人消費率と分記率dの栢関を観察す

れば，昭和26~29年においてはかなり

の相関関係がみとめられるが， 30年以

後についてはそうではなL、。また個人

指費率そのものについて趨勢的にみれ

ば 3 つの錆環周期のうち昭和26~29

年においては高水準にあったものが次

第に低下し，昭和34~37年にいたると

かなりの減少をしめしている。この最

後の事実は，とくにこの時期における

資本蓄積の昂進に対応して高貯蓄経済

への移行を反映しているといってよい

つぎに同様の対象期間について，各年度の政府の財貨・サービス購入額と
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第 g 表

μ % 

昭 26年 17.7 

27 18.8 

28 19.9 

29 19.2 

GNPの比率(われわれのモデノレにおける μ〉を

菌民所得自著書から算出すれば第9表となる。第9

表にみるように，政府購入率μは対象期間全体に

わたってかなり安定しているといえるが，ここで

も不況年(昭和33，37年〉における公共投資の増

加を反映して， μ の上昇が特鎖的であるO

30 19.4 

31 17.5 
c'p十μ の推定

32 

33 

34 

35 

36 

37 

17.9 

19.2 

18.2 

18.3 

18.7 

21.1 

以上のデータから，以下の分析にとって必要な

係数(;'， c'p十μ の値を推定したし、。まず昭和

26~29年については，第 8 表のしめすように個人

消費率と労鱒分配率dはかなり相関しているから

通常の最小 2乗法を適用しての， Efの鑑をもと

めることができる。その結果は

個人消費/GNP=0.423+0.471d 

し7こカiって

c'pロ0.423， ザロ0.471

さらに同期間の μの平均{直を第9表からとれば

c'p十μ=0.613

しかし同様の方法を昭和30年以後について適用することはできなし、。いま

便宜的接近として， e'をど商定し， c'p (したがって

c'w)が各循環周期ごとに shiftするものとかんが

える。昭和30年以後の 2 つの循潔周期(昭和30~

33年，昭和34~37年〕について，それぞれの不況

(昭和33，37年〕における dの鰻は第8表から

0.431， 0.435となり，ほとんど一致するO また不

況年をのぞく各周期の dの平均値は0.400，0.404 

となり，これもほとんど一致するO そこで('を間

し，これらの dの値をさきの誘導式に代入して

第 10 表

c'p十μ /。ノ" 

昭 30 王子 61. 7 

31 58.8 

32 57.0 

33 61.0 

34 54.8 

35 52.7 

36 49.6 

37 52.9 
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各年度の c'pを計算し，さらに第9表における当該年度の μの値を合計すれ

ば，第10表にしめされるように，昭和30年以後の 2つの街環周期合とおして

c'p十μ は明瞭に低下している。その主罰はいうまでもなく c'p(したがって

どりの減少にある。

昭和30~33年において c'p 十μ は0.617から0.57に低下しているが，以下の

分析においてはその中間値を採用して 0.59とおいてよいであろう O 同様に，

昭和 34~37年の平均値は 0.512とみなすことができる O

第 13章 覧易収支の ceiling

第 5主主の定式にしたがい，さらに lagを無視すれば，貿易差額率はつぎの

ようにしめされる。

R=日1ρ一(αz十j)

以下，対象期間(昭和26~37年〉の 3 つの謂環周期についてそれぞれ別個

に係数を推定し，さらに貿易収支の ceilingとして

ラミ一日2+J
一一

日1

第 11 表

輸出 輸 入

昭26年 11.2，% 11.65￥ 

27 7.9 10.3 

28 6.8 10.7 

29 7.8 9.9 

30 8.8 9.1 

31 9.9 10曹 4

32 10.1 10.5 

33 10.3 9.0 

34 10.3 9.5 

35 10.0 9.5 

36 8.6 9.7 

37 9.3 8.4 

R 

-0.4，% 

一2.4

-3.9 

-2.1 

-0.3 

-0.5 

-1.4 

1.3 

0.8 

0.5 

1.1 

0.9 

の{霞を推定したい。

まず対象期間の各年度における輸出

入額ならびに貿易差額の GNPにたい

する比率を国民所得点書から算出すれ

ば第 11表となる O 第 11表にみるよう

に， 3つの循環周期におけるそれぞ、れ

の最好況年(昭和28，32， 36年〉にお

いて Rはその周期中の最低の値をしめ

している O しかしいっそう重要なこと

は 3つの循環周期をとおし

に貿易収支がし、ちじるしく改善されて

いることであろう O このことが，国内
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の重化学工業化と国際競争力の増強にもとづく貿易収支 ceilingの上昇

(すなわち戸の減少〉をいみすることはいうまでもない。

そこで第11表の Rと第 3表(第 11 の ρ の{患を各年度について対応さ

せ，うえの誘導式にしたがって 3つの謂環周期における町，何十jの値をも

とめると以下のようになるO

昭和26~29年

R=0.336p-0.473 

)]=1.407 

昭和30~33年

R=0.194p-0.252 

)]=1.299 

昭和34~37年

R=0.0326ρ-0.0400 

)] =1.228 

第 14章量曲線の導出

定式の変更と補充

これまでの分析において，資本ストッグ K'土民間間定資本とみなされてき

た。したがって民間総資本形成をとりあっかうためには，なお 2つの項目，

個人住宅建設と在庫投資が追加されなければならなし、。いま個人住宅建設と

在庫投資をともに GNPの単純な関数とみなして，それぞれ， ~X，ザX とお

くc さらに lagの存在を無視すれば， GNPの構成は以下のようにしめされ

)ア

伝)0 

俗人在!車 政府f関人治安 貿易主主綴
伎宅投資 格入

X=ムK+hK-l十 ~X 十万X十c'pX+ザ百九Y十 μX十日lKー(均十j)X

口[(1十日l)gk-(l-h)JK・1十 [c-(日2+j)十と'dJX

ただしここで

c=(さ十万)+(C'p+μ) 

再辺を X-1 で割れば

g"=[ (1+日l)gL(l-h)J内十[cー(αz十j)+と'dJgx



経済成長の循環的ならびに趨勢的側面早川 57 (129) 

...... ""'--i':'、
Lω- '-、

gx=gk=g， P-1=P 

とおlナぱ

(1-h)p 
巴 (1十日1)五十Cー(日2什日c'd-1

あるいは

(1-h)p g 
(1十と'ws)己+(R+C)-l 

(14， 3) 

以下，本章において(14，のでしめされる t曲線を導出しようとおもう。

第 12 表

I ~引可 F
昭26年 1.3 10.4 

27 1.5 6.4 

28 1.7 5.7 

29 1.7 3.5 

30 1.7 5.4 

31 2.1 7.4 

32 2.2 4.7 

33 2.2 0.1 

34 2.1 6.7 

35 2.3 5.8 

36 2.5 7.6 

37 2.7 2.9 

昭和26~29年

さ+可ヱヱ0.075

昭和30~33年

さ十万=0.078

昭和34~37年

さ十万=0.091

~+可 ， h の推定

言路線の導出のためには，なお係数~，万， h

の推定が必要となる O いま対象期間(昭和26~

37年〉の各年度における個人住宅建設率的と

在庫投資率(討を国民所得白書からそれぞれ算

出すれば第12表となるO 第12表について， ~は

各循環周期内においてはかなり安定しているが

趨勢的には明瞭に増大しているO ザは当然のこ

ととして，循環的にも，趨勢的にもかなり不安

定である。しかし以下の分析においては単純化

のために各楯環周期におけるそれぞれの平均値

を採用しても大きな誤りは発生しないであろ

う。かくて，

つぎに係数hの値を推定する o h ~主国定資本ストック Kの消耗率をしめす

から，資本の平均酎久期間の逆数とみなしてよいが，対象期間(昭和26~37
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年〉における民間企業の商定資産について平均闘用年数をしめず誼接のデー

タは現存しなL、。しかし第11主主で採用した経済企酷庁の推定(昭和 26~ 35 

年〉によれば，同期間内における鉱業と製造業の耐久年数はともに15年とさ

れているO そこでこの値をそのまま採用して，思定資本全体の王子均荷十周年数

とみなすことにしたし、。したがって 3つの循環周期をとおして，

h=O.066 

とおくことにする O

t曲線の導出

必要な係数の推定は以上で、おわった。ここで要約しておく。係数のうち，

対象期間の 3つの循環周期をとおして不変であるのはつぎの 3つである。

ω戸=0.31， (:'=0.471， h=0.066 

他の係数は 3つの周期をつうじてそれぞれ変化するが，それを第13表にま

第 13 表

昭26~29 昭30~33

c'p十 μ 0.613 0.590 

さ+可 0.075 0.078 

α1 0.336 0.194 

昭34~37

0.512 

0.091 

0.0362 

とめておく O 第 13表にみるよ

うに 3つの循環周期をつうじ

て2つの特-徴が明瞭に指摘され

る。

(1) c'p十μ の減少

μ はこの間に増加しているが

c'p (したがってどりの減少を

相殺できなL、。他方でs十可もまた増加しているが，やはりc'p (したがって

どりの減少を阻止するほどではない。

内+J 0.473 0.252 0.040 

(2) 詳の減少

第四章で検討したように 3つの循環周期をとおして貿易収支はL、ちじる

しく改善されている O

そこで対象期間(昭和26~37年〉における 3 つの循環周期をそれぞれ期間

1， 2， 3でしめし，以上の係数{直を定式(14，3)に代入して，各期間にお

ける t曲線を導出すれば以下のものとなる O
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昭和26~29年

二一 0.934(3 
。1- 1.482下工江785

gl=1.014 言1=1.407)

昭和30~33年

二一 0.934(3 
。“1.34(3-0.584

g2=1.050 (p2=1.299) 

昭和34~37年

二一 0.934(3 
山1.1786(3-0.437

g3=1.135 (P3= 1. 228) 

3つの雇曲線の形状は第23図においてしめされる。

第 23 顕

1φO 

3

2

1

 

0
口

β
口
内
巴

ムO

1.5 

ハ
υ

ー 1.5 2.0 

言曲線の shift

第 23留にしめされたように， g曲線は 3つの楯潔周期をとおして明瞭に
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shiftしている O 以下しばらくその shiftの要因をかんがえておきたいO

いま準舗的考察として隣接する 2つの期間 (0，1)をとり，それぞれの期

間における tならびに係数を添字 (0，1)を付して区別する O まず定式(14，

3)によって

言。三三g1 accordi昭 toR1十C1;;;さ九十Co

かつ

RoSR1 according to 0αd五一両手1日dii-P1)

ここで、

C1<CO 

のほカ寸こ， さらtこ

0<1α1<OlXJ， 151<言。

と仮定すれば 2つの期間における Rについてつぎのように推論できる。い

まもし Fが大で

ー>言。

ならば

R。三玉R1

であるが，pが次第に減少して

ii=Poあるいはお>ii>戸1

なら』玄、

Ro<R1 

となり，さらに Eが減少して

ii<Pl 

となっても同様に

Ro<Rl 

となる O したがって 2つの期間における主についても同様に推論してよい。

いま手が十分大ならば (p>ゐ)，この場合はおそらく

R1十Cl<Ro+Co

であろうから

ふ>言。
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しかし長が次第に減少していけば，やがて

九十C¥二三及。+CO

となるから，そのときは

gl.$~O 

さらに百が減少しつづけるとき，

九十C1>Ro+Co

となり，

ふくgo
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ここで、準備的考察をおわって，以前の議論にもどる O 昭和26~37年におけ

る3つの期間を経過するにつれて，量曲線は第 23留における矢印の方向に

shiftしているが，その葺接の原因は係数 C，αb詳の変化にあるといってよ

L 、。期間 1~3 において， Cは0.688から 0.603に減少し，日1 は0.366から

{).0326に減少，さらに Fは 1.407から 1.228に低下している O かくて Eが十

分大なる領域においては

ふ>g2>gl

となり，反対に Pが小となる領域においては

ふ>32>g3

でなければならなL、。

係数C，日1，言の以上のような減少に代表される経済構造の変化は，既述

のように 2つの基本的特徴すなわち， (1)髄人消費率の低下， (2)貿易収支の改

善による収支 ceilingの上昇，をもって要約されるoPが大なる状態、におい

ては(1)の影饗が(2)のそれを超過するであろう。面白線はそれによって上方に

shiftされる O 反対に手が小となれば， (2)の効果は (1)のそれを超過し， g曲

線を下方に shiftさせるo g曲線のこのような shiftは，しかし，現実の成

長経路にとって潜勢的可能性をしめすにすぎない。 2つの基本的特徴にもと

づく経済構造の変化は問時に gX曲線にも影響し，これを shiftさせるであ

ろう O その結果が現実の成長経路をいかに規定しているかは，第 15章の分

析にまたなければならなL、。
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第 15蒙 gx蜘線と投資活動係数

gX曲擁の shift

第 14主主でのべた t曲線を shiftさせる事情は，同時に gX曲線をも shift

させるであろう O この点について一般的考察を加えておきたい。

いま第5章の定式 (5，1)に新たiこさ十万を導入すれば

gx=m'十 (R+C)一[(m'-e')回l'l+(n-h) Jp-1 (15， 1) 

そこでR，Cをのぞくすべてのパラメーターを国定したうえで，第14J1きに

おけると向様に， I鉾接する 2つの期間 (0，1)をとり，それぞれの期間にお

ける f ならびに係数を添字 (0，1)を付して区別すれば(15，りによって

gX，三三gXo according to R，十C，三三九十Co

さらに第14主主と同様に

C1<Co， O<lal<。日1， おくお

と仮定すれば，

九十CえRo+Co according toムa!Iio-laIl''t)十 (CO-C1)之内

ここで 2つの caseをIR別して考察する。

casε1 

この場合は，明瞭に

gXl<gXo 

さらに第14章で、のべたように

ふくふ

。日l-IU l

すなわち期間Oから期間 1に移行するにつれて， g曲線が上方に shiftす

るにたいして， gX曲線は下方に shift しなければならなし、。第 24図でこれ

をしめす。

case 2 。α1-1α1
この場合は，さきの caseと反対に

gXl>gXo，言。>ふ
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ては，消費率の低下が

有効需要の不足をいみ

するにとどまり，貿易

収支改善の効果は発擁

されず，そのため gXは

低下した。反対に case

2においては，消費率

の低下(したがっ-c貯

蓄率の上昇〉にもかか

わらず，貿易収支の改

gxを上昇させることになる O そこで容易に理解されるように，同一事

g 
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第 25 図
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すなわち第25図でし

めすように，言路線が

下方に shiftするにた

いして gx 曲線は上方

に shift しなければな

らなL、。

これらの case をい

ま， gX， g曲線を shift

させた背後の苓情につ

いてかんがえてみる O

P 期間 Oから期間 lに移
-1 

行ずるにつれて，個人

消費率が低下し，飽方

で貿易収支は改善され

ているocase 1におい

情下におけるこうした結果の相違は R，C以外のパラメーターの変化，とく

に投資活動係数 m' のそれに依存しているといってよし、。いま期間 O~期間 1
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において m'が十分大となれば，事態は case2に落着するであろう O この場

合貯蓄率の上昇は投資活動の拡大を支援し，貿易収支改善の実効を発揮させ

る原動力となるであろう oN.対に m'iJ~\'、ぜん小なる備にとどまり，

動が不活発ならば，個人消費率の低下は有効需要をいっそう不足させ， gX 

を低下させるに役立つにすぎなL、。この場合，輸出入メカニズムの改善は不

胎化のままにおわるであろう。つまり case1は Keynes的過少消費の場合

にほかならない。

gXの現実の経過

第10主主でのべたように，われわれの定量分析は戦後日本経済における

指環の趨勢的側面の把掻に主張をおいた。そのために第14章においては 3

つの循環周期をつうじる t曲線の shiftを検討した。ここで各周期における

t曲線と対照させるいみで，さらにまた戦後日本経済における現実の成長経

路が筑述の case2に該当する点を実証するいみで， gXの運動を既存のデー

タから直接に導出しておきたし、。いま対象期間の各年度における GN，Pの成

長率 (gx)を国民所得出番から算出し，それと第 3表(第 11意〉における ρ

第 14 表

gX % 

昭 26年 113.5 

27 110.5 

28 110.5 

29 103.3 

30 110.3 

31 109.0 

32 107.9 

33 103.2 

34 117.9 

35 113.3 

36 114.0 

37 105.6 

ρ 

1.40 

1.34 

1.30 

1.33 

1.27 

1.26 

1.25 

1.37 

1.28 

1.25 

1.30 

1.42 

を対比させれば第14表ーとなる。さらにそれ

を第26留によってしめす。第26図について

みるように，対象期間(昭和 26~37 年〉

における 3つの据環周期のうち最初の周期

(昭和 26~29 年〉をのぞく 2 つの周期につ

いては，第6章，第16閣にしめされたよう

な共通の型が明瞭に看取される。なお最後

の周期(昭和34~37年〉における最女子況年

(36年〉の gXが前年度よりさらに上昇して

いるのは，既述(第5主主，註(1))のように，

短期資本の流入による貿易収支 ceilingの

一時的上昇にもとづく好況の延長のせいで

ある O
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第 26 図
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37年
bo七tom

p 

最後に対象期間(昭和26~37年〕の各年度における m' の値を算出してお

くO 第10章で、のべたように，以下の結果は投資率にかんする実際のデータか

ら結果的に導出されたものにすぎなL、。まず第4主主の定式によれば，

I=m'B.1-nK_l 

Xf=I+hK・l=m'B-l-(n-h)Kl 

したがって

手 ザ(1-d-1)ー(川内
J、網1

そこで lagの存在を無視し，各年度における設備投資率 XfjX，d，ρをあた

えれば， m'はnの値に依存して決定される O

いま対象期間の各年度における設備投資率を爵民所得 ら算出すると

第 15表となる O つぎに nについて 3種類の値 (0.08，0.1， 0.12)を設定し，
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第 15 表 第 16 表 m'

XfjGNP ;?6 n =0.12 11 =0.1 n =0.08 

昭 26年 11.2 昭 26年 0.290 0.247 0.203 

27 11.6 27 0.303 0.260 0.217 

28 11.3 28 0.299 0.256 0.213 

29 10.1 29 0.288 0.244 0.200 

30 9.4 30 0.268 0.226 0.184 

31 14.7 31 0.358 0.316 0.274 

32 16.6 32 0.393 0.351 0.308 

33 15.8 33 0.407 0.359 0.311 

34 17.2 34 0.404 0.361 0.318 

35 20.9 35 0.464 0.422 0.380 

36 23.0 36 0.506 0.462 0.418 

37 19.7 37 0.484 0.434 0.383 

各年度の XfjX，d (第6章，第 6表)，ρ(第11章，第3表〉をうえの誘導式

に代入してばをもとめると第 16表となる。第 16表にしめされるように，い

ずれの nの値にたいしても 3つの循環周期をとおして m'は著土脅している。

このことが合理化・革新の段階における企業投資意欲の昂進をしめ Lている

こと:主い 3までもない。


